
＜参考＞解釈通知【通所介護】 

 事業所規模による区分の取扱い（平成 12 年 3 月 1 日老企第 36 号第 2 の 7（6）） 

 

① 事業所規模による区分については、施設基準第５号イ（１）に基づき、前年度の１月当たりの平均

利用延人員数により算定すべき通所介護費を区分しているところであるが、当該平均利用延人員数の

計算に当たっては、同号の規定により、当該指定通所介護事業所に係る指定通所介護事業者が指定介

護予防通所介護事業者（介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成 27 年厚生労働省令第４

号）附則第４条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされた同令第５条の規定による改正

前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号。以下「旧指定介護

予防サービス等基準」という。）第 97 条第１項に規定する指定介護予防通所介護事業者をいう。以下

同じ。）若しくは第１号通所事業（指定居宅サービス等基準第 93 条第１項第３号に規定する第１号通

所事業をいう。以下同じ。）の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受け一体的に事業を実施

している場合は、当該指定介護予防通所介護事業所（旧指定介護予防サービス等基準第 97 条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事業所をいう。）及び当該第１号通所事業における前年度の１月当

たりの平均利用延人員数を含む（指定介護予防通所介護事業所における平均利用延人員数については、

平成 30 年度分の事業所規模を決定する際の平成 29 年度の実績に限る。）こととされているところで

ある。したがって、仮に指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事業者若しくは第１号通所事業

の指定のいずれか又はその双方の指定を併せて受けている場合であっても、事業が一体的に実施され

ず、実態として両事業が分離されて実施されている場合には、当該平均利用延人員数には当該指定介

護予防通所介護事業所又は当該第１号通所事業の平均利用延人員数は含めない取扱いとする。 

② 平均利用延人員数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満、４時間以上５時間未満の報酬を算

定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。）については、利用

者数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の報酬を算定し

ている利用者については利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。また、平均利用延人員数に含む

こととされた指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事業の利用者の計算に当たっては、指定介

護予防通所介護（旧指定介護予防サービス等基準第 96 条に規定する指定介護予防通所介護をいう。）

又は第１号通所事業の利用時間が５時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た

数とし、利用時間が５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の利用者については、利用者数に

４分の３を乗じて得た数とする。ただし、指定介護予防通所介護事業所又は第１号通所事業の利用者

については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算

しても差し支えない。 

また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利用延人

員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとする。 

③ 前年度の実績が 6 月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含む。）又は

前年度から定員を概ね 25％以上変更して事業を実施しようとする事業者においては、当該年度に係る

平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届け出た当該事業所の利用定員の 90％に予定

される 1 月当たりの営業日数を乗じて得た数とする。 

④ 毎年度 3 月 31 日時点において、事業を実施している事業者であって、4 月以降も引き続き事業を

実施するものの当該年度の通所介護費の算定に当たっては、前年度の平均利用延人員数は、前年度に

おいて通所介護費を算定している月（3 月を除く。）の 1 月当たりの平均利用延人員数とする。 


